
自治体での風力発電導入の先進地
「協働型」の発電事業で地域の活性化を目指す

山形県 庄内町＜基本計画作成日：平成27年9月４日＞

再エネ発電事業概要

・事業実施主体：① ㈱A’s.パワー ②(株)たちかわウィンドファーム ③(株)大商風力発電所

④㈱安藤組（山形県庄内町）

・発 電 設 備：①風力発電4基 7.48MW ②風力発電4基 7.48MW 
③風力発電4基 7.48MW ④風力発電1基 1.99MW

・設備整備計画：①未定 ②未定 ③未定 ④H29.3.31認定

・売電開始時期：①令和２年度予定 ②令和3年度予定 ③令和3年度予定 ④令和元年7月1日

経済効果

今後の取組・戦略

・環境問題やエネルギー問題に対して、いち早く着目し、風力発電やバイオマス熱利
用等の地域資源を活用した再生可能エネルギー導入をさらに推進する。

・町独自の省エネルギー活動である町民節電所事業等を積極的かつ継続的に実施する。
※町民節電所とは、省エネルギーを実施するとその分エネルギーが余ることになり、その積み重ねにより発電所を建設した
のと同じになるという発想で、誰でも参加できる「町民節電所」をみんなでつくろうというものです。

市町村の取組の経緯

・既存の新エネルギー推進委員会を活用した取組

町では昭和50年代より再生可能エネルギーの検討を行っており、その検討実
績や知識を活かすため、既存の委員会メンバーに農林関係者や団体等を盛り込
み、農山漁村再エネ法の協議会を設立。

・発電事業者を協議会で選定する取組

地権者だけでは発電事業の評価が難しいところであるが、民有地での発電実
施の際でも、協議会で発電事業導入に向けての技術面のノウハウ、資金の調達
方法、事業性の評価等を行い、発電事業者を選定する。

・地域特性と町の産業の課題を解決する取組

地域特性である「清川だし」を利用した大規模風力発電事業により、町の課
題である第一次産業の活性化を目指す。

・同じような地域特性のある自治体へ取組の紹介

同じ境遇にある自治体と毎年風サミットを開催して、情報交換を行っている。
その中で、農山漁村再エネ法の活用による地域活性化の取組を紹介。

ポイント①

ポイント②

ポイント③

ポイント④

協議会の構成員及び期待される役割

行政
庄内町環境防災課
庄内町農林課 等

農林関係団体
農協
森林組合 等

関係住民
自治会長
商工会
一般公募 等

その他
大学教授

• 協議会の主宰
• 再エネ事業者に協議会への参加呼びかけ
• 基本計画の作成と実施の責任主体

• 「農林漁業の健全な発
展に資する取組」への
知見の提供や協働等

• 再エネ導入で、町の産業、自
然環境等への影響等を意見

この地域特性を活かし、風力発電設備
の導入を検討、平成5年には、自治体初の
売電用風力発電設備（100kW×3基）を導
入した。現在、官民を併せて8基の風力発
電設備を導入。他にも、太陽光、木質バ
イオマス等、再エネの導入を進めている。
（第1回、第18回風サミットを開催）

稲作、園芸作物が盛んな地域

農山漁村再エネ法の活用により、農山漁村の活性化を図るために、町、農林漁業
者、民間事業者等が連携する協働型の発電事業で地域活性化を図る。

ポイント④

ポイント①

ポイント②

取り組むに当たっての工夫

オブザーバー
風力発電設備設置
予定事業者 等

日本でも有数の風況地帯

良質米の生産地帯、ストックやトルコ
キキョウなど花き栽培が盛んな地域であ
るが、米価下落、後継者不足などの課題
を抱えている。また、林業においては将
来にわたって適正な整備や管理が難しい
状況となっている。

発電事業者
からの

売電収入

固定資産税等
（20年間で4～5億円）

町の財源として確保

既存の『庄内町新エネルギー推進委員会』を活用して、
『農山漁村再エネ法に関する協議会』を設立

周辺農地の簡易な整備や地域農業の多面的な
取組等に対して支援

農林漁業の発展に資する取組農林漁業の発展に資する取組

周辺林地の簡易な整備、林道の整備に支援

協議会で事業性を見極め、発電事業者の選定を実施。

その他、具体的内容は発電事業者と協議

ポイント③

識見を有する者
東北電力 等

行政
農業委員会
山形県


